予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　　項：教育総務費　　目：教育指導費
	事業名　新 ふるさと教育フェスタ開催事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

教育委員会事務局 学校支援課 総合支援第一係　電話番号：058-272-1111（内3679）

E-mail：c17782@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　4,579千円（前年度予算額: 0千円）

＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	4,579
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,579

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
「清流の国ぎふ憲章」に基づき、子どもたちに「ふるさと岐阜」への誇りと愛着を育むため、地域の様々な人たちとの関わりを深めながら、身近な自然や文化などについて学ぶ「ふるさと教育」を推進してきたことで、地域の活動に参加する子どもの割合は全国平均を大きく上回るなど、ふるさとを大切にする心と態度が育まれている。こうした「ふるさと教育」の取組をより多くの人に知ってもらい、一層の協力が得られるようにするとともに、子どもたちに、地域の課題や将来について考えようとする主体的な態度が育つよう、学習成果の発表・交流の機会の拡充を図る。
（２）事業内容
①「ふるさと教育フェスタ２０１６」の開催

　・地域社会の活性化を目指し県民の交流の場として新装した「ぎふ清流文化プラザ」を会場とし、各学校の優れた「ふるさと教育」の実践の表彰や子どもたちが取り組む伝統芸能の実演など、地域に根差した様々な活動を発表・交流するイベントを開催し、学校関係者のみならず広く一般に公開することで、「ふるさと教育」への機運を高める。
＜イベント概要＞

　開催日：平成２９年１月の土曜日又は日曜日
　会　場：ぎふ清流文化プラザ（長良川ホールほか）

　内　容：表彰式、感謝状の贈呈、実践発表、伝統芸能の実演、ふるさと岐阜を語る講話・スピーチ等

②「岐阜県英語ふるさと副教材活用事例集」の刊行　
・「岐阜県英語ふるさと副教材」の活用を促進するため、小中学校の活用事例集を作成・配布し、英語によるコミュニケーション能力やふるさとの魅力や将来への提言を英語で世界に発信しようとする意欲を高める。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	300
	ふるさと講話講師

	旅費
	121
	ふるさと講話講師、スピーチ等代表者、感謝被贈呈者　等

	会議費
	42
	発表者等の昼食代

	消耗品費
	160
	賞状、副賞等

	印刷製本費
	247
	ポスター、英語ふるさと副教材活用事例集

	使用料
	2,799
	会場費、バス使用料、駐車場代

	委託費
	899
	展示ブース設営、看板等

	その他
	11
	保険料

	合計
	4,579
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　・第２次岐阜県教育ビジョン

　　　基本目標２　豊かな心と健やかな体を育む教育の推進

　　　（４）ふるさと教育・環境教育・体験活動の推進
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　学校の「ふるさと教育」の取組について理解と協力が得られるよう、より多くの参加者を募ります。また、「ふるさと教育」の優れた取組に学ぶことをとおして、自分たちの地域をよりよくしたいと考える児童生徒を増やします。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	参加人数

	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	500人
（H28）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	子どもたちに「清流の国ぎふ」への誇りと愛着を育むため、地域に暮らす様々な人々との関わりを深めながら、身近な自然や文化などについて学ぶ「ふるさと教育」を推進する必要がある。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　会場でアンケートを実施し、参加した県民の方からの声を参考に、より一層の改善や充実を図る必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

「清流の国ぎふ憲章」の理念に基づき、岐阜県の将来を担う子どもたちに郷土への誇りと愛着を育むため、学校、家庭、地域が一層連携し「ふるさと教育」の推進・充実に取り組む。



